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１．問題
１－１．運用原理と心理的契約の変容
　両立支援施策における運用原理とは、当初の
組織目標に応じて各組織が両立支援施策を有効
に運用するにあたって考慮されるべき５つの意
思決定を指す（林、2013）。５つの意思決定と
は、①両立支援施策の目的は何か、②仕事への
貢献の一部が育児に充てられる行為をなぜ支援
するのか、③両立支援施策の利用時、他の従業
員との間で役割期待に差をつけるべきか、④両
立支援施策の利用者と非利用者とで構成される
組織において公正性を保つ手段は何か、⑤両立
支援施策の利用者群の評価にどのような工夫を
講じるべきか、である。
　林（2013）によると、それぞれの意思決定
についてX社とY社は対応が相違する。各企業
は、自組織に特有の歴史・従業員構成・人材像
などを考慮して５つの意思決定に対する企業側
の立場を各々と確立していた。両社とも、両立
支援施策を有効に運用するにあたって問われる
べき問題に積極的に向き合い、組織と個人と
の交換関係を「両立支援施策」の文脈（林、
2014）で再構成することで、個々人の納得と組
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【概　要】
　従業員が組織と本人との関係をどれほど密にとらえるかは従業員の勤続およびモチベーションを大き
く左右する。本稿は女性人材活用に向けての企業側の取り組みと職場要因がその認識にどのように影
響しているのかについて主に心理的契約の観点で分析・検討した。出産・育児というライフベントを境
目に女性従業員の働き方が大きく変わらざるを得ないことから、心理的契約も変化が避けられない前提
で分析を行った。分析結果、出産前の時点で組織と本人との関係を比較的に密にとらえていた従業員、
また、出産後もそのような認識を得続けている従業員がそうでない従業員に比べ勤続意思が高かった。
組織と本人の関係性を左右する要因として企業側の女性活用への取り組み（運用原理）、制度上の仕
組み（運用の在り方）、現場の雰囲気（職場要因）が提示され、女性従業員が育児の傍ら組織との関係
が疎遠になる／より強固になるかに対し、各要因が密接にかかわることが明らかになった。
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織構成員全体の受容を促すことができている。
　運用原理の持つもう１つの特徴は、既存研究
で取り上げられていた両立支援施策の運用要因
（補完施策、促進要因含み、上司の理解やワー
ク・ライフ・バランスを支援する組織内制度な
どが指摘されている）より上位レベルの概念で
ある点である。たとえば、両立支援施策の利用
者をどのような従業員に限定して企業が想定し
ているかによって、また、両立支援施策を利用
する従業員像がコア従業員像とどの程度合致し
ているかによって、上司の理解は変動する可能
性がある。女性の多い組織で女性中心の利用が
行われているならば、同職場にいる男性従業員
が育児を理由に短時間勤務を申請する際には上
司の反対を受けるだろう。また、育児休業に
よってその後の評価が大幅に低下するような運
用がなされる場合には、人材マネジメント上の
評価方針が成果中心であっても、両立支援施策
の利用時にはそれとは独立した理屈の評価方針
が共存しうる。（たとえば、短時間勤務者とし
ては優れている、といった特定群を対象とした
相対評価などがあげられる）。このように、両
立支援施策の運用にかかわる意思決定は、組織
全体を対象とする人材マネジメントの方針およ
びポリシーと区分されながらも、女性人材の配
置や女性社員に対する期待をどの程度に定める
かなどの点について組織文化的な側面を含んで
いる。
　したがって、運用原理が運用のあり方を規定
し、その運用のあり方から従業員は会社の運用
原理をくみ取るようになるが、その過程には上
司の理解や両立行動に対する組織文化も大きく
関わることになる。すなわち、両立支援施策の
利用とそれに付随した運用経験の結果として心
理的契約の再定立がなされるが、運用原理から
心理的契約までのプロセスには運用実態として
の運用のあり方と認知的情報としての運用要因
が介入することを考慮する必要がある。
１－２．心理的契約の変容と勤続意思
　本稿のもう１つの特徴は、両立支援施策の有
効性を従業員の心理的契約で求めている点であ
る。両立支援施策の利用経験は、人生における
優先順位を見直す新たなライフ・ステージと重
なる点で、働き方や事象への向き合い方の変化
を伴う。それゆえ両立支援施策利用者は、同
HRMシステムの下であっても経験したことの
ない人事運用の下におかれることになる。だか
らこそ、組織と個人間の交換関係の中身を再定
立する必要がある。従業員側は正社員として新
たな働き方を見つけるために、そして企業側は
長期にわたって投資した従業員の能力を発揮さ
せる方法を見直すために、両者間における心理
的契約の摺合せが発生するのである。そうでな
ければ、組織は貢献方法を見失った人材群をス
ラックとして抱えるようになり、個人は労働者
としての未来像が描けないまま活力を失うだろ
う。いずれにせよ、健全な雇用関係は維持しに
くくなる。
　したがって、両立支援施策と組織的効果との
関係を説明するうえで、「両立支援施策の利用
とそれに付随する諸運用の経験が従業員の心理
的契約に影響した結果、組織との交換関係が見
直され、貢献意欲および勤続意思を予測でき
る」というのが答えとなりうる。
　そこで、従業員の心理的契約の内容とその変
容について、林（2016）で捉えられた、心理的
契約の「変化」、あるいは「変容」と「再定
立」はどのように測定できるのか、両立支援施
策と定着までの関係においてどのような位置づ
けなのか、この３つの用語間の概念上の比較は
可能なのか、といういくつか理論上の問題が残
− 36 −
ダイバーシティ・マネジメントと女性従業員のモチベーション（林　有珍）
される。
　心理的契約がより長期的な関係を前提に形成
されている場合、関係的―心理的契約となり、
個人は組織との交換関係を打算的に捉えず、貢
献する義務の範囲は広がり、その時の誘因につ
いても幅広い選択が可能となる。対照的に、取
引的―心理的契約は日雇い雇用がもっとも極端
的にあげられる例で、交換の内容と時期が明確
化しており、長期的な関係を前提とせず、役割
とそれに値する報酬が決まっているという特徴
を持つ（Rousseau, 1997）。
　本稿の対象となる女性は正社員であり、心理
的契約の２類型（取引的、関係的）のうち、関
係的契約を内面化しているという前提から可能
である。しかし、「関係的契約の危機」が関係
的契約の度合いを引き下げるのか、潜在化して
いた取引的契約の度合いを引き上げるのか、に
ついては不明である。言い換えると、「関係的
契約になった」ということは「より関係的な側
面が増えた」ことを指すのか、「以前持ってい
た取引的な側面が低下した」ことを指すのか、
あるいは、「現在、両方の側面を持っている
が、関係的な側面が取引的な側面に比べより強
い状態」なのか、不明のままである 。これら
の疑問が重要である理由は、両立支援施策の利
用による心理的契約の多様なあり様をパターン
化することで、個人の育児領域を侵害しない範
囲に限定した、「仕事」領域における心理的契
約の管理が可能となるからである（服部・林、
2015）。本稿では出産前後の心理的契約を図
り、４パターン（出産前が取引的／関係的、出
産後が取引的／関係的で、「取引―取引」、
「取引−関係」、「関係―取引」、「関係―関
係」）の心理的契約の類型を設定して検証を試
みた。
１－３．分析モデル
　上記により、つぎのような仮説モデルが提示
される。
　分析１．勤め先の両立支援施策の運用原理が
その企業の両立支援施策制度の特徴、　　　　
分析２． 両立支援施策関連のHRMが従業員の
心理的契約の変容を左右する。
分析３． 心理的契約が関係的であるほど、勤続
意思が高まる。
２．方法
２－１．データ
　利用するデータは、2011年８月に実施したイ
図１．分析モデル
運用要因、運用の在り方を決める。
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ンターネット調査である（マクロミル社への依
頼で2011年８月26日金曜日から2011年８月29日
日曜日まで実施）。本研究の特性上、いくつか
の条件を設けてデータ収集を行った。全国の民
営企業で働きながら子供を育てている女性正社
員、年代は25歳から45歳まで、出産前後で転職
経験がない、という条件を満たした人にのみ調
査を実施した結果、利用可能なサンプルは618
名のデータとなった。　　　　
　以下、サンプルの概略を示している。
　・年齢：30歳～39歳が77.5%
　・地域：関東・中部・近畿地方が73.9%
　・ 両立支援施策整備：育児休業が92.7%、短
時間勤務が70.4%
　・ 両立支援施策利用：育児休業が88.6%、短
時間勤務が42.2%
　・ 両立支援施策の利用期間（平均）：育児休
業9.4か月、短時間勤務13.5か月
　・勤続年数（平均）：10.37年
　・学歴：大学以上が50%
　・ 入社時に一般職採用者（「通常、管理者に
なることが期待されない」）：65%
　・ 300名以上の正社員がいる企業で働く：
54.7%
２－２．変数
　運用原理：林（2013）から導出された17項目
を基に因子分析（主因子法、バリマックス回
転）を行った。因子分析の結果は表１に示され
ている。
　因子１は、「両立支援施策は女性リーダーの
育成に役立つ」、「両立支援施策は多様な人材
の活用に役立つ」、「両立支援施策は会社の社
会的評判に役立つ」、「両立支援施策は（従来
の）男性中心の意識改革に役立つ」、「両立支
援施策は女性従業員の定着に役立つ」の５つの
項目である。組織にとって両立支援施策を導
入・拡大する利点に関わる項目で構成されてい
るため、【目的・意義】と名付ける。
　因子２は、「個人の自由を重んじる社会的価
値からして、両立支援施策を利用することは個
人の選択である」、「両立支援施策の利用は雇
用形態にかかわらず、すべての社員の権利であ
る」、「両立支援施策を利用するかどうかは、
男女にかかわらず個人の選択である」、「社会
的役割として育児を行う女性には両立支援施策
を利用する権利がある」の４つの項目である。
女性として、そして個人として企業が提供する
両立支援施策を利用する権利と選択があるとい
う立場を表すため、【利用資格】と名付ける。
　因子３は、「両立支援施策の運用は職場ごと
に大いに異なる」、「両立支援施策の運用は利
用者の個人特性によって大いに異なる」、「両
立支援施策を利用する社員と利用しない社員
間、職種及び職位の偏りがある」、「両立支援
施策を利用する社員と利用しない社員間、役割
上の期待が異なる」の４つの項目である。両立
支援施策の利用有無を巡って役割設定に関する
運用が職種及び職場、そして個人特性に左右し
柔軟に行われるとの内容となるため、【運用柔
軟性】と名付ける。
　因子４は、「両立支援施策を利用した人が利
用しない同僚と同じ業務評価を受けることは、
利用しない社員に不公平である」、「両立支援
施策を利用する人が利用しない人より早く昇
進・昇格することは、利用しない社員に不公平
である」の２項目である。両立支援施策の利用
有無による評価・処遇の差を設けることについ
て、非利用者の権利も考慮することで組織公正
性を維持する内容となるため、【非利用者公
正】と名付ける。
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　因子５は、「両立支援施策の利用に伴う業務
評価は、一貫した基準による通常の評価であ
る」、「両立支援施策の利用に伴う異動は、通
常の異動と一貫した基準によって行われる」の
２つの項目である。組織構成員を両立支援施策
の利用有無で分けた場合、各群に対する育成お
よび評価の基準が一元的であるか二元的である
かに関する内容となるため、通常労働者を基準
にした際に、両立支援施策の利用者に対する人
材マネジメント上の運用が一貫するかどうかを
表すとみなし、【運用一貫性】と名付ける。
　すべての回答は、５点尺度（１：まったく当
てはまらない、２：当てはまらない、３：どち
らともいえない、４：当てはまる、５：非常に
当てはまる）である。　
心理的契約：心理的契約は、Millward and 
Hopkins（1998）の心理的契約尺度の18項目の
中、16項目（取引的契約８項目、関係的契約８
項目）を採用した。
　心理的契約項目は設問で「出産前」と「現
在」とに分けて測定され、２つの時点（T１、
T２）、すなわち、両立支援施策の利用前、両
立支援施策の利用後における心理的契約変数を
作成した。心理的契約変数は、２つの観点に基
づき、２種の変数を作成している。
両立支援施策：両立支援施策に関する変数は①
企業が提供する制度上の施策と、②実際に利用
した施策の両方を作成した。勤めている企業が
育児休業施策を導入しているかどうかを「育児
休業あり」、短時間勤務施策を導入しているか
どうかを「短時間勤務施策あり」、実際に利用
している場合、「育児休業利用」、「短時間勤
務利用」で表わしている。いずれも該当する情
報が１となるダミー変数である。期間につい
て、勤めている企業において一人の子供につき
利用できる期間の上限を尋ね、「育児休業期間
上限」、「短時間勤務上限」とした。また、実
際に利用した期間については「育児休業利用期
間」、「短時間勤務利用期間」と名付け、いず
れもカテゴリーの中央値を月単位で換算してい
る。
運用要因（職場要因）：運用要因は、「上司の
理解」、「組織文化_WLB」、そして「組織サ
ポート」となっている。上司の理解変数は、
「私の上司は仕事と育児を両立する部下を十分
に配慮している」から作成した。「組織文化＿
表１.　因子分析
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WLB」変数は、勤めている企業が次のような
項目を従業員に提供しているかどうかについて
聞き、（はい、いいえ）の選択を求めた。「職
業内コミュニケーション向上への意識啓発」、
「男女における職域区分の撤廃」、「女性の管
理職への登用」、「子育て中の社員に対する管
理職の意識啓発」、「業務効率性の見直し」、
「ワーク・ライフ・バランス推進に向けた社員
同士のネットワーク」の６項目で（はい）に該
当した場合、１点を付与し、各項目の平均値を
作成した（Cronbachα：.921）。
　最後に、「組織サポート」変数、つまり、
POS（perceived organizational support）は、
Eisenberger et al.（1986）から仕事と育児の両
立に役立つと考えられる３項目、「会社は、私
の幸せを重要だと思ってくれる」、「会社は、
私の目指す目標と価値観を考慮してくれる」、
「会社は、私が特別に困った時、助けてくれる
だろう」の５点尺度からなる平均値で作成した
（Cronbachα：.910）。
運用のあり方：「運用のあり方」変数は、本人
の経験から次の項目がどの程度当てはまるかを
育児休業と短時間勤務の利用者に限って尋ねて
いる。まず、「運用のあり方（育児休業）」変
数は、育児休業に付随する運用のあり方とし
て、「元の職場に復帰した（R）」、「やった
ことのない仕事を担当した」、「出産前より低
いレベルの仕事を担当した」、「出産前より収
入が大幅に減った」、「復帰してから初めての
人事考課で満足する評価を得た（R）」、「復
帰してから初めての人事考課で受けた評価に納
得した（R）」、「育児休業の取得は、昇進・
昇格へ悪く影響した」、「育児休業の取得は、
能力開発へ悪く影響した」、「育児休業の取得
は情報交換・人的ネットワークの範囲を狭くし
た」、「育児休業を長く取得するほど、キャリ
アには悪く影響する」の10項目の平均値で作成
した。
　「運用のあり方（短時間勤務）」も同様に、
短時間勤務を利用するにあたって、キャリア上
の負の影響に関する項目の平均値で作成した。
従属変数とその他：「勤続意思」変数は、「こ
の企業で定年まで働きたい」の一項目から作成
した。
「家庭サポート」変数は、配偶者の育児関与
（＿割／10割）の値と「配偶者以外に育児を積
極的に助ける家族がいる（ダミー）」を合わせ
て点数化した。その他の統制変数として、入社
時の状況について、一般職ダミー、製造業ダ
ミー、小売業ダミー、外資系ダミー、親同居ダ
ミー、賃金中央値（本人・配偶者）、親が正社
員ダミー、配偶者が正社員ダミー、本人の母親
が正社員ダミー、配偶者の母親が正社員ダミー
を考慮した。
３．分析結果
３－１．記述統計による分析モデルの検討
　まず、主な変数に関する記述統計量について
注目すべきは、①両立支援施策の利用前後にお
ける女性正社員の関係的契約が平均的に下がっ
ていること、②運用のあり方について、育児休
業による負の結果より、短時間勤務による負の
結果がより顕著であること、および、③心理的
契約の変容パターンでは、両立支援施策の利用
前後で「取引―取引」と「関係―関係」のパ
ターンが多く、取引的契約から関係的契約に変
容する場合や取引的契約点数と関係的契約の点
数が同等である場合はきわめて少ないことであ
る。
　次に、両立支援施策の提供状況と利用状況に
ついて、①育児休業施策と短時間勤務施策の導
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入率が９割と７割を超えており、利用可能な期
間の上限も法律で定めている１年半と３年とほ
ぼ一致していること、②仕事と育児を両立して
いる女性正社員の９割以上が育児休業を利用し
ており、短時間勤務を利用する人は４割程度で
あること、③両立支援施策の利用期間は、育児
休業は平均的に１年を超えない程度であり、短
時間勤務は現在利用中の人（全サンプル中、短
時間勤務利用者は４割程度であるが、そのうち
６割が現在利用中である）を含めているため、
半年程度の平均期間が表れていることが指摘で
きる。
表２．記述統計量
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　最後に、統制変数について、①入社時に一般
職（「通常、管理職となることが期待されな
い」）が全サンプルの６割を占めており、心理
的契約上、取引的な傾向が強いとされるサンプ
ルが多く含まれている。とりわけ、上述した心
理的契約の変容パターンのうち「取―関」の
ケースはきわめて少ない点と、全サンプルの７
割が30代を占めている点を踏まえると、現在両
立中の女性正社員の心理的契約は取引的な傾向
も多く含んでいる可能性が窺える。また、本人
の母、配偶者、配偶者の母が正社員かどうか
は、核家族化するにつれ親と同居する比率が下
がっている点から、母や配偶者の母が正社員で
なければ、育児助力を得やすいだろう、という
可能性も考慮するために統制変数とした。その
結果、②配偶者の９割以上が正社員であるた
め、育児助力の可能性が低い反面、家族サポー
ト点数が必ずしも低くはないという整合的な結
果がみられた。さらに、③300名以上の正社員
が働く企業が半数程度であり、言い換えると、
法律上、両立支援施策の導入について義務つけ
られていない300名以下の企業が半数程度含ま
れているにも関わらず、先述した育児休業施策
と短時間勤務施策の導入率が高い点から、ここ
10年間、両立支援施策の導入と拡充に向けた社
会的な働きかけが反映されていると思われる。
３－２．分析１
分析１について検討する。
　表３は、運用原理５因子とその他の主要変数
（両立支援施策、運用要因、運用のあり方、心
理的契約）間の相関分析結果が示される。
　運用原理（目的・意義）：勤め先によって十
人十色のように現れる両立支援制度と運用が運
用原理というものによって規定されるのではな
いか、ということであった。仕事と育児を両立
することを支援するための施策が明確な企業の
目標とつながっており、そこが従業員にも認知
されている企業はそうでない企業に比べ、両立
支援施策の上限が長く、現場の運用体制も著し
く良好であることが確認できる。トップの意向
から現場の雰囲気がダイバーシティについて好
意的でかつ有意味なものとして受け入れられて
いるためか（運用要因すべてが正の相関）、施
策運用についてきめ細かなルール作り（運用の
あり方）にはあまり必要ないうえ、一部では慣
れや当たり前のように制度が利用されているよ
うな企業も当てはまると思われる。
　運用原理（利用資格）：勤め先で導入された
***p<0.01,  **0.01<p<0.05,  *0.05<p<0.1.
表３．
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両立支援施策の利用対象者が女性や正社員、ひ
いては、優秀な社員、これまでの実績が著しく
認められる社員、といった何らかの資格がある
企業は、そういう資格を満たす社員が思う存分
制度利用が可能となるよう十分に手厚い制度と
現場の運用が伴っている。その反面、法律上に
導入が強いられている（従業員誰しもが利用で
きる）育児休業制度においては大まかな運用を
行っている傾向がみられる（運用のあり方が負
の相関）。
　運用原理（運用柔軟性）：勤め先が利用する
従業員の特性や職場の状況などを考慮したいと
願い社としての決まりを明確にせず、現場の状
況に応じて対応したいと決める企業は、利用度
の幅を広く設定する必要があり、短時間勤務や
育児休業の上限を高めておく。また、運用のあ
り方においてきめ細かいルールと管理を講じる
ことで多様な職場状況に応じられるように対応
しているように思われる。しかしながら、そう
いった「それぞれにあった制度」には、恵まれ
ない職場にとっては両立しにくさを生む恐れも
ある（組織サポートが負の相関）。
　運用原理（非利用者公正）：子育て中の女性
社員を優遇しすぎると貢献度の高いフルタイ
マー従業員に不公平であると思われる風潮があ
る。と同時に、私生活に時間と労力を割けられ
るように配慮する両立支援施策の利用で（例え
ば短時間勤務）、従業員としての期待をさげる
ことになり、比較的に周辺的な仕事に従事させ
ることで女性社員のキャリア開発を阻害させる
との批判もある。いずれかの事案について敏感
になる企業は、法制の上限を超えるほどの両立
支援施策は導入せず、運用要因に工夫が目立た
ない。どうしても利用したい人は細かく用意さ
れているルールに従いやりくりができる（運用
のあり方が正の相関）。
　運用原理（運用一貫性）：職場による、ある
いは利用する人による違いが認めらない、ある
いはほぼ制度なしで状況に応じた運用が可能に
なる、どちらも運用についての一貫性が確保さ
れているといえる。主に前者の場合が多いはず
ではあるが、勤め先が制度や運用が連動しうま
くかみ合えるように配慮している企業であれ
ば、小手先の選択肢についてルール作りはしな
いまま（運用のあり方すべてが負の相関）、現
場の理解および雰囲気づくりに主力を注ぐよう
である（運用要因すべてが正の相関）。現場の
運用において迷いがなく、周りも本人も同様の
認識に基づいた働き方ができる。
３－３．分析２
　つづいて心理的契約の変容パターンと勤続意
思との関係における主要変数の相関が示される
（表３）。まず、勤続意思と正の関係を見せて
いるのは、両立支援施策の利用前後において関
係的契約が維持されている場合とどちらの特性
も同様に持っている場合のみである。その他
に、【目的・意義】因子、諸運用要因が勤続意
思と正の相関を表し、両立支援施策の利用によ
る負の結果がみられる運用のあり方とは負の相
関がみられる。
　運用原理と心理的契約の変容パターンとの関
係をみると、【目的・意義】と【利用資格】因
子以外、有意な相関がみられない。その代わ
り、運用要因と運用のあり方と心理的契約の変
容パターンの間では多様な形で相関がみられ
る。表３から、運用原理が運用要因および運用
のあり方との間でそれぞれ相関がみられている
ことも総合すると、以上の変数を用いて分析す
ることは、両立支援施策の利用に付随した多様
な運用とその経験が女性従業員の心理的契約に
影響を与える、そして、心理的契約が両立支援
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施策の利用前後で維持された方が勤続意思を高
くする、といった仮説を検証するに適している
と判断される。
３－４．分析１と分析２についての回帰分析結
果
　分析１と２の検討に向けた回帰分析を行った
結果が、以下の回帰①~回帰④である。表５で
は、関係的契約に対する諸変数の影響力を表し
ている。
　まず、関係的契約に対し影響を示すとされる
統制変数を投入した（回帰①）ところ、現在一
般職である場合と卸売小売業に属する企業で働
く場合には、そうでない場合にくらべて関係的
契約が弱い。そして、家族サポートが多く、本
人の収入が高いほど、関係的契約が強くなる。
　次に、所属企業が提供する両立支援施策の状
況及び実際にどの施策を利用しているのか、お
よび利用期間はどの程度なのかに関わる両立支
援施策要因のいずれも、関係的契約の強弱に対
して統計的に有意な影響を持たなかった（回帰
②）。
　統制要因を考慮した後でも運用原理は関係的
契約に対して【目的・意義】、【運用一貫性】
因子が正の有意な影響を与えていた。すなわ
ち、当該企業において明確な目的を伴って導入
された両立支援施策が組織的有効性を持つと捉
えている場合、両立支援施策を利用し働き続け
ている女性正社員は施策利用後の関係的契約が
強くなる。また、両立支援施策の利用に付随し
て行われる育成機会や評価などが、両立支援施
策の利用そのものではなく、通常労働者と同様
の基準に応じたものであると認識するほど、両
立支援施策の利用後の関係的契約は高まる（回
帰③）。
　最後に、運用のあり方と運用要因をさらに投
入したところ、関係的契約に正の影響を与える
運用原理因子が変わり、運用のあり方と運用要
因が独立的な影響を与えるようになった。運用
原理について、【運用柔軟性】、つまり、利用
者間にさまざまな多様性に応じて運用のあり方
が変わるべきである、といった立場が関係的契
約を強化している。ただし、【運用一貫性】、
つまり通常労働者に適応するような範囲内でそ
の柔軟性の度合いが調整される必要があること
も共に知らせている。育児休業による負の結果
だけが関係的契約を弱めてしまうようになった
理由として、①育児休業の利用による運用経験
で短時間勤務施策を利用するかどうかが決まる
　***p<0.01,  **0.01<p<0.05,  *0.05<p<0.1.
表４
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可能性がある、②多くの企業が育児休業と短時
間勤務を分けた運用をするより、同様の運用原
理に基づいているため、時期的に早い育児休業
による運用のあり方のみが関係的契約に対し有
意な影響を与える、という２つの理由が考えら
れる（回帰④）。
３－５．分析２の検討
　次に、ダイバーシティ要因についてＨＲＭが
従業員の心理的契約を左右することについて検
討するため、多項ロジット分析を行った（疑
似R２乗=0.451,モデル適合情報としてカイ２乗
=143.941、表６）。まず、心理的契約の変容パ
***p<0.01,  **0.01<p<0.05,  *0.05<p<0.1.
表５
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ターン５つに１から５の値を付与し「心理的契
約変容」変数を作成した。すなわち、心理的契
約変容変数を１から５までの値を持つ変数とし
たとき、１という値は、両立支援施策の利用前
後の２時点において取引的契約の側面が顕著と
なったケースが当てはまる（２時点における心
理的契約の変容について、心理的契約の変数作
成に関する部分で詳細に記述した）。２という
値は、両立支援施策の利用前には取引的契約の
側面が顕著だったが、利用後に関係的契約の側
面が顕著になったケースが当てはまる。同様
に、３という値には関―取、４という値には関
―関のケースが当てはまる。５はいずれの時点
においても取引的契約点数と関係的契約点数と
が同様で比較できないケースが当てはまる（T
１時点でN=51、T２時点でN=55）。「５=ど
ちらでもない」のカテゴリーを参照とした多項
ロジットの結果は、表６に示される。
　ここから、両立支援施策の利用前後における
心理的契約の変容パターンに対する、運用要因
の影響が示された。まず、上司の理解が高いほ
ど、両立支援施策の利用後に関係的契約が維持
する確率が高い。次に、「職業内コミュニケー
ション向上への意識啓発」、「男女における職
域区分の撤廃」、「女性の管理職への登用」、
「子育て中の社員に対する管理職の意識啓
発」、「業務効率性の見直し」、「ワーク・ラ
イフ・バランス推進に向けた社員同士のネット
ワーク」で構成される、ワーク・ライブ・バラ
ンスを支援する組織文化が整うほど、取-取の
変容パターンになる確率を低下させる一方、関
係的契約が維持する確率を高くする。最後に、
組織サポートの知覚は取-取の変容パターンに
なる確率と関係的契約が取引的契約に変容する
確率をともに低下させている。そのほか、心理
的契約の変容パターンに対し施策そのものに関
する諸変数は有意な影響を見せない反面、運用
原理の一部が運用要因と類似した働きをしてい
た。ただし、その影響力は運用要因と運用のあ
り方に関する変数を投入することで消失した。
３－６．分析３　
　出産後の心理的契約の状態（関係的契約が強
い）は勤続意思を高めるか。回帰分析の結果
（表７）、関係的契約が維持された場合のみ、
勤続意思に正の影響を与えていた。
***p<0.01,  **0.01<p<0.05,  *0.05<p<0.1.
表６
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４．まとめ
分析結果をまとめる。
　第１に、両立支援施策の利用は、勤続意思に
独立の影響を持たない。その代わり、両立支援
施策の利用に付随する諸運用経験が、女性正社
員の心理的契約の変容をもたらすことで勤続意
思に影響していた。
　第２に、運用原理と心理的契約間には利用時
における育成・評価機能、ひいては、職場雰囲
気や上司の理解といった運用要因が介入するこ
とになる一方で、【目的・意義】、【運用柔軟
性】、【運用一貫性】が関係的契約を強化する
ように働いていた。すなわち、両立支援施策の
持つ組織的な有効性を明確にし、施策利用者へ
の育成・評価上の面で配慮された運用が通常労
働者と明らかな分離を行わない範囲で個々人の
多様性に応じた柔軟な運用を行う企業が、女性
正社員が両立支援施策の利用中に経験しがちな
関係的契約の違反可能性を軽減させ、両立支援
施策の利用後にも関係的契約を強化することが
できる。
　第３に、関係的契約が維持される条件のもと
で、両立支援施策の利用は女性正社員の勤続意
思を高め、出産および育児を機にした退職を軽
減する役割を持つ。言い換えると、従来に行わ
れてきた女性社員を対象とする周辺的人材管理
のままでは、両立支援施策の利用前における関
係的契約を確保できない。すなわち、近年の両
立支援施策の拡充にも関わらず、女性人材の定
着を促すことができない。
　今後におけるダイバーシティ・マネジメント
において検討されるべき方向性は次の２点とな
る。１つは、ダイバーシティ要因に該当する従
業員に関係的契約を維持させるための運用要因
の開発が求められる。本稿では上司の理解、両
立しやすい職場の雰囲気、個人の福祉に配慮す
る組織風土といった要因が示された。これらの
運用要因を高めるためにはどうするかについて
さらなる研究が求められる（林・坂爪、2018；
坂爪・林、2018）。もう１つは、近未来に訪れ
るとされるダイバーシティ要因の拡大（性別や
働き方の多様性に加え、国籍の多様性、文化の
多様性、価値観の多様性など）に向けて、企業
と従業員間の雇用関係を「関係的」なものに固
執せず、「取引的」な付き合い方としてとらえ
る場合、組織成果を高めるＨＲＭはどういった
ものかについての研究が求められる。転職率が
増え、従業員間の転換制度も浸透しつつある
中、正社員―関係的な心理的契約、非正社員―
取引的な心理的契約、という区分は限界を迎え
るとされる。正社員でありながら短時間勤務歴
が長い人、フルタイマー従業員の中でも残業を
嫌う人、個人的な付き合い方が苦手な人など、
取引的な側面を持つ心理的契約が多くなってい
る。そのような従業員たちは勤続し続けながら
何らかの組織成果に寄与しているはずである。
パートタイマーの多く、生産性が高い国などと
の国際比較などが必要である。
***p<0.01,  **0.01<p<0.05,  *0.05<p<0.1.
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